
議案第２２号　　

平 成 ２ ９ 年 度

五所川原市下水道事業会計予算書

五所川原市





平成２９年度五所川原市下水道事業会計予算

（総則）
第１条　平成２９年度五所川原市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）
第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（特定環境保全
（公共下水道事業） 公共下水道事業） （農業集落排水事業） （漁業集落排水事業）

（１） 戸 戸 戸
（２） ㎥ ㎥ ㎥
（３） ㎥ ㎥ ㎥
（４） 公共下水道築造（中央地区）、処理場建設改良事業

（収益的収入及び支出）
第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。
　　　収　　　　入
第１款　公共下水道事業収益
第１項
第２項
第３項

第２款　特定環境保全公共下水道事業収益
第１項
第２項
第３項

第３款　農業集落排水事業収益
第１項
第２項
第３項

第４款　漁業集落排水事業収益
第１項
第２項
第３項

第５款　浄化槽設置整備事業収益

１ 千円

６４，２８３ 千円

７１，８４５ 千円

８，７６０

７，２５９

営 業 収 益 ７，９６６ 千円
営 業 外 収 益 ３０，３９２
特 別 利 益 １ 千円

営 業 収 益 １６，２２８ 千円

千円

営 業 外 収 益 ４８，０５４ 千円

３８，３５９ 千円

営 業 外 収 益 ４８，３２２ 千円
特 別 利 益 １ 千円

５４，４７９ 千円
営 業 収 益 ６，１５６ 千円

特 別 利 益

特 別 利 益 １ 千円
２９０，０８０ 千円営 業 外 収 益

㎥ １００ ４３７

営 業 収 益 ３８８，４２３ 千円

１３４
１５９，４９０

千円

年 間 排 水 量 ２，６４９，４８０ ㎥ ３６，４９７ ４９，０５１
一 日 平 均 排 水 量

戸

主要な建設改良事業

６７８，５０４

１８０ ４６０ １８０
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排水（処理）戸数



第１項
第６款　堰機能維持管理事業収益
第１項

　　　支　　　　出
第１款　公共下水道事業費用
第１項
第２項
第３項

第２款　特定環境保全公共下水道事業費用
第１項
第２項
第３項

第３款　農業集落排水事業費用
第１項
第２項
第３項

第４款　漁業集落排水事業費用
第１項
第２項
第３項

第５款　浄化槽設置整備事業費用
第１項

第６款　堰機能維持管理事業費用
第１項

（資本的収入及び支出）
第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。(資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１１６，１２６千円は、当年
度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１８，４５４千円、当年度分損益勘定留保資金９７，６７２千円で補てんするものとする。)

　　　収　　　　入
第１款　公共下水道事業資本的収入 ８６０，６１６ 千円

４，６５５ 千円
営 業 費 用 ４，６５５ 千円

支 出 合 計 １，０７０，２９２ 千円

特 別 損 失 ２１ 千円
７１，８４５ 千円

営 業 費 用 ７１，８４５ 千円

４８，４７１ 千円
営 業 費 用 ４４，４６６ 千円
営 業 外 費 用 ３，９８４ 千円

営 業 外 費 用 ９，５９６ 千円
特 別 損 失 ２１ 千円

５１ 千円
６８，５２７

８７，３８９ 千円
営 業 費 用 ７７，７７２ 千円

営 業 外 費 用 ３，９０６ 千円
特 別 損 失 ２１ 千円

千円
営 業 費 用 ６４，６００ 千円

営 業 費 用 ６８３，１８３ 千円
千円営 業 外 費 用 １０６，１７１

４，６５５ 千円
営 業 外 収 益

収 入 合 計 ９１２，１２５ 千円

７８９，４０５ 千円

４，６５５ 千円

営 業 外 収 益 ７１，８４５ 千円

特 別 損 失
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第１項
第２項
第３項
第４項

第２款　特定環境保全公共下水道事業
　　　　　資本的収入
第１項 千円
第２項 千円
第３項

第３款　農業集落排水事業資本的収入
第１項
第２項

第４款　漁業集落排水事業資本的収入
第１項
第２項

　　　支　　　　出
第１款　公共下水道事業資本的支出
第１項
第２項
第３項

第２款　特定環境保全公共下水道事業
　　　　　資本的支出
第１項
第２項

第３款　農業集落排水事業資本的支出
第１項

第４款　漁業集落排水事業資本的支出
第１項

千円
１６，８９８ 千円

企 業 債 償 還 金 １６，８９８
支 出 合 計 １，０８３，３９９ 千円

千円

企 業 債 償 還 金

３７，５３０ 千円

企 業 債 償 還 金 １８，０３０ 千円
５２，２２９ 千円
５２，２２９

建 設 改 良 費 ５００，４３７ 千円

企 業 債 償 還 金 ４７３，１８５ 千円
固 定 資 産 購 入 費 ３，１２０ 千円

１６，８９８ 千円

他 会 計 出 資 金 １４，４９８ 千円

千円９７６，７４２

９６７，２７３

千円
企 業 債 ３，０００
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他 会 計 出 資 金 ２２，５３０

５２，２２９ 千円
企 業 債 １９，７００

２２０，９００ 千円
負 担 金 等 ３，２６２ 千円

３７，５３０

企 業 債 ４１６，９００ 千円
他 会 計 出 資 金 ２１９，５５４ 千円
国 庫 補 助 金

負 担 金 等 １２，０００

千円収 入 合 計

企 業 債

他 会 計 出 資 金 ３２，５２９

２，４００ 千円

千円

千円

建 設 改 良 費 １９，５００ 千円

千円



（継続費）
第５条　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

（企業債）
第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

 (一時借入金）
第７条　一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
（１）各項に計上した経費の予定額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第９条  次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する
場合は議会の議決を経なければならない。
（１）

事 業 名

ガスタンク設備更新事業 ３６５，０００千円1 1
公共下水道事業
資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

１９，７００千円

９７，１７１

特定環境保全公共下水道事業
資本費平準化債

款 項 総 額 年 度 年 割 額

平成２９年度

平成３０年度

１４８，０００千円

２１７，０００千円

２，４００千円

職 員 給 与 費 千円

下水道事業債
（特別措置分）

農業集落排水事業
資本費平準化債
漁業集落排水事業
資本費平準化債

３８，７００千円
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起 債 の 目 的 限 度 額

公共下水道事業 ２３８，９００千円

３，０００千円
普通貸借

年３．０％以内
（ただし、利率見直し方式とした場
合にあって、利率の見直しを行った
後は、当該見直し後の利率）

借入先の融資条件による。ただ
し下水道事業会計予算の都合に
より繰上償還又は低利に借り換
えることができる。

１３９，３００千円

利 率 償 還 の 方 法起 債 の 方 法

公共下水道事業
資本費平準化債



（他会計からの補助金）
第１０条　事業安定のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は１９，４４５千円である。
＜内訳＞
特定環境保全公共下水道事業他会計補助金 千円
農業集落排水事業他会計補助金 千円
漁業集落排水事業他会計補助金 千円

平成２９年２月２８日提出
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五所川原市長　　平　山　誠　敏

２，９４０

１２，１００
４，４０５





予 算 に 関 す る 説 明 書





１

２

３

４

５

６

７

８

平 成 ２ ８ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

地 方 公 営 企 業 法 第 ２ ５ 条 及 び 同 法 施 行 令 第 １ ７ 条 の
２ の 規 定 に 基 づ く 予 算 に 関 す る 説 明 書

平成２９年度五所川原市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

平 成 ２ ９ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

平 成 ２ ９ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 会 計 給 与 費 明 細 書

継 続 費 に 関 す る 調 書
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平 成 ２ ８ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

平 成 ２ ９ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表





主たる営業活動から生ずる収益

１８２,６９４ 長期前受金の減価償却見合い分を収益化したもの

1 下 水 道 使 用 料 ６,１４７

特定環境保全公共下水道事業の経営活動全般から
生ずる収益

特 定 環 境 保 全
公共下水道事業
収 益

特定環境保全公共下水道使用料等

2

1 営 業 収 益

５４,４７９

備　　　　　　　　　　　　　　考

2 長期前受金戻入

1 過年度損益修正益 １
前年度以前の損益の修正で、利益の性質を有する
もの

６,１５６

１０７,３８５

雑 収 益 １

１

2 その他営業収益 １,０３８ 上記以外の収益

２９０,０８０ 主たる営業活動以外の収益

基礎年金拠出金等及び利子償還に係る一般会計繰
入金

3 手数料、不用品の売却代金、その他

1 他 会 計 負 担 金

当年度の経常的収支から除外すべき利益

６７８,５０４

下水道事業の経営活動全般から生ずる収益

1

３８８,４２３ 主たる営業活動から生ずる収益

３８７,３８５ 公共下水道使用料等下 水 道 使 用 料1

営 業 収 益
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９１２,１２５

公共下水道事業の経営活動全般から生ずる収益

事 業 収 益

１　平成２９年度五所川原市下水道事業会計予算実施計画

(収益的収入及び支出）
収 入

款 項 目 予定額 (千円）

公共下水道事業
収 益

1

2 営 業 外 収 益

3 特 別 利 益



当年度の経常的収支から除外すべき利益

前年度以前の損益の修正で、利益の性質を有する
もの

手数料、不用品の売却代金、その他

９

３０,３１５

１

４,４０５

９,５９６

１

１

６４,２８３

上記以外の収益

長期前受金の減価償却見合い分を収益化したもの

３,９０６ 利子償還に係る一般会計繰入金

４８,３２２ 主たる営業活動以外の収益

１２,１００
営業費用を使用料等で賄えない部分に係る一般会
計繰入金

農業集落排水事業の経営活動全般から生ずる収益

１６,２２８ 主たる営業活動から生ずる収益

１６,２１６ 農業集落排水施設使用料等

利子償還に係る一般会計繰入金

１２ 上記以外の収益

４８,０５４

営業費用を使用料等で賄えない部分に係る一般会
計繰入金

主たる営業活動以外の収益

1 過年度損益修正益

4 長期前受金戻入

営 業 外 収 益

3
農 業 集 落 排 水
事 業 収 益

5 雑 収 益
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2 その他営業収益

2

3 特 別 利 益

1 他 会 計 補 助 金

2 他 会 計 負 担 金

営 業 収 益1

2 その他営業収益

1 他 会 計 補 助 金

1 下 水 道 使 用 料

営 業 外 収 益2

2 他 会 計 負 担 金

3 補 助 金 ２,０００ 下水道事業計画変更に対する国庫支出金

3 補 助 金 ６,０００ 処理場の機能診断調査に対する国庫支出金
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１ 手数料、不用品の売却代金、その他

長期前受金戻入4 ２８,０５２ 長期前受金の減価償却見合い分を収益化したもの

5 雑 収 益

1 過年度損益修正益

3 特 別 利 益 １ 当年度の経常的収支から除外すべき利益

１
前年度以前の損益の修正で、利益の性質を有する
もの

３８,３５９ 漁業集落排水事業の経営活動全般から生ずる収益

漁業集落排水施設使用料等

1 営 業 収 益 ７,９６６ 主たる営業活動から生ずる収益

1 下 水 道 使 用 料 ７,９５７

上記以外の収益

2 営 業 外 収 益 ３０,３９２ 主たる営業活動以外の収益

1 他 会 計 補 助 金

９2 その他営業収益

２,９４０
営業費用を使用料等で賄えない部分に係る一般会
計繰入金

長期前受金の減価償却見合い分を収益化したもの

2 他 会 計 負 担 金 ３,９８４ 利子償還に係る一般会計繰入金

3 長期前受金戻入 ２３,４６７

手数料、不用品の売却代金、その他

3 特 別 利 益 １ 当年度の経常的収支から除外すべき利益

1 過年度損益修正益

１4 雑 収 益

１
前年度以前の損益の修正で、利益の性質を有する
もの

７１,８４５ 浄化槽設置整備事業の収益

1 営 業 外 収 益 ７１,８４５ 浄化槽設置整備事業の収益

4
漁 業 集 落 排 水
事 業 収 益

5
浄化槽設置整備
事 業 収 益



2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

１
下水道事業に係る消費税及び地方消費税に要する
費用

特 別 損 失

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考
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1 他 会 計 負 担 金 ７１,８４５ 一般会計繰入金

４,６５５ 堰機能維持管理事業の収益6
堰機能維持管理
事 業 収 益

営 業 外 収 益

１,０７０,２９２

４,６５５ 堰機能維持管理事業の収益

1

1

他 会 計 負 担 金 ４,６５５ 一般会計繰入金

支 出

６８３,１８３

下水道事業の経営活動全般から生ずる費用

主たる営業活動から生ずる費用

２１３,８７６ 処理施設の維持管理及び排水処理に要する費用

７８９,４０５ 公共下水道事業の経営活動全般から生ずる費用

1 営 業 費 用

2 処 理 場 費

６,９８７1 管 き ょ 費 管路の維持管理に要する費用

５２,５９９ 一般管理に要する費用

金融及び財務活動に伴う費用

3 総 係 費

固定資産の減価償却費

１０６,１７１

４０９,７２１

企業債利息及び一時借入金利息に要する費用

4 減 価 償 却 費

2 営 業 外 費 用

１０６,１７０1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

５１ 当年度の経常的費用から除外すべき損失

事 業 費 用

1
公共下水道事業
費 用

3



1 営 業 費 用

1 過年度損益修正損 １
前年度以前の損益の修正で、損失の性質を有する
もの

５０ 過誤納付に伴う還付金等の費用

６８,５２７
特定環境保全公共下水道事業の経営活動全般から
生ずる費用

2
過誤納還付金及び
還 付 加 算 金

６４,６００ 主たる営業活動から生ずる費用

1 管 き ょ 費 ６００ 管路の維持管理に要する費用

2 処 理 場 費 １５,４６６ 処理施設の維持管理及び排水処理に要する費用

3 総 係 費 ４,１７１ 一般管理に要する費用

4 減 価 償 却 費 ４４,３６３ 固定資産の減価償却費

2 営 業 外 費 用 ３,９０６ 金融及び財務活動に伴う費用

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

３,９０６ 企業債利息及び一時借入金利息に要する費用

3 特 別 損 失 ２１ 当年度の経常的費用から除外すべき損失

1 過年度損益修正損 １
前年度以前の損益の修正で、損失の性質を有する
もの

2
過誤納還付金及び
還 付 加 算 金

２０ 過誤納付に伴う還付金等の費用

８７,３８９ 農業集落排水事業の経営活動全般から生ずる費用

７００ 管路の維持管理に要する費用

1 営 業 費 用

処 理 場 費

７７,７７２ 主たる営業活動から生ずる費用

1 管 き ょ 費

- 15 -

特 定 環 境 保 全
公共下水道事業
費 用

2

3
農 業 集 落 排 水
事 業 費 用

１９,５３４ 処理施設の維持管理及び排水処理に要する費用2



3 総 係 費

4 減 価 償 却 費

- 16 -

５１,１５８ 固定資産の減価償却費

６,３８０ 一般管理に要する費用

2 営 業 外 費 用 ９,５９６ 金融及び財務活動に伴う費用

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

９,５９６ 企業債利息及び一時借入金利息に要する費用

3 特 別 損 失 ２１ 当年度の経常的費用から除外すべき損失

1 過年度損益修正損 １
前年度以前の損益の修正で、損失の性質を有する
もの

2
過誤納還付金及び
還 付 加 算 金

２０ 過誤納付に伴う還付金等の費用

４８,４７１ 漁業集落排水事業の経営活動全般から生ずる費用

1 営 業 費 用 ４４,４６６ 主たる営業活動から生ずる費用

1 管 き ょ 費 ６００ 管路の維持管理に要する費用

2 処 理 場 費 １０,１７７ 処理施設の維持管理及び排水処理に要する費用

3 総 係 費 １１０ 一般管理に要する費用

4 減 価 償 却 費 ３３,５７９ 固定資産の減価償却費

2 営 業 外 費 用

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

３,９８４ 金融及び財務活動に伴う費用

３,９８４ 企業債利息及び一時借入金利息に要する費用

２１ 当年度の経常的費用から除外すべき損失3 特 別 損 失

1 過年度損益修正損 １
前年度以前の損益の修正で、損失の性質を有する
もの

4
漁 業 集 落 排 水
事 業 費 用



款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

2
過誤納還付金及び
還 付 加 算 金

２０ 過誤納付に伴う還付金等の費用

1 営 業 費 用

5
浄化槽設置整備
事 業 費 用

７１,８４５ 主たる営業活動から生ずる費用

７１,８４５
浄化槽設置整備事業の経営活動全般から生ずる費
用

1 総 係 費 ７１,８４５ 浄化槽設置整備事業に要する費用

４,６５５
堰機能維持管理事業の経営活動全般から生ずる費
用

４,６５５ 主たる営業活動から生ずる費用

1 総 係 費

営 業 費 用

９６７,２７３

6
堰機能維持管理
事 業 費 用

(資本的収入及び支出）
収 入

４,６５５

1

堰機能維持管理事業に要する費用

資 本 的 収 入

８６０,６１６
公共下水道事業の建設改良及び企業債償還に対す
る収入

建設改良及び企業債償還に対する収入

1

1 企 業 債

２２０,９００

４１６,９００ 企業債の発行による収入
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２１９,５５４ 建設改良及び企業債償還に対する収入

建設改良費等の財源に充てるために発行する企業
債

2 他 会 計 出 資 金

建設改良に対する国庫支出金

1 他 会 計 出 資 金
市単独事業費に係る一般会計繰入金及び、元金償
還に係る一般会計繰入金

3

２１９,５５４

国 庫 補 助 金

1
公共下水道事業
資 本 的 収 入

企 業 債 ４１６,９００



1 国 庫 補 助 金 公共下水道事業に対する国庫支出金２２０,９００

建設改良に対する負担金
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受 益 者 負 担 金 ３,２６２

4 負 担 金 等

1

３,２６２

建設改良費等の財源に充てるために発行する企業
債

公共下水道事業受益者負担金

1 企 業 債

特定環境保全公共下水道事業の建設改良及び企業
債償還に対する収入

1

他 会 計 出 資 金2

他 会 計 出 資 金

負 担 金 等3

企業債償還に対する収入

３２,５２９

２２,５３０
市単独事業費に係る一般会計繰入金及び、元金償
還に係る一般会計繰入金

建設改良費等の財源に充てるために発行する企業
債

企業債の発行による収入

漁業集落排水事業の企業債償還に対する収入

農 業 集 落 排 水
事業資本的収入

建設改良及び企業債償還に対する収入

1

農業集落排水事業の企業債償還に対する収入

１２,０００ 他工事に伴う移転補償費

建設改良に対する負担金

1

５２,２２９

企 業 債

他 会 計 出 資 金2

１９,７００

元金償還に係る一般会計繰入金

１６,８９８

２,４００ 企業債の発行による収入

4
漁 業 集 落 排 水
事業資本的収入

企 業 債

他 会 計 出 資 金

３２,５２９

１９,７００

1

1

1

2

企 業 債 ３,０００

3

特 定 環 境 保 全
公共下水道事業
資 本 的 収 入

企業債の発行による収入

１２,０００

企 業 債

1 工 事 負 担 金

３７,５３０

２２,５３０

３,０００



款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

建 設 改 良 費1

元金償還に係る一般会計繰入金

建設改良及び企業債償還に要する費用

企業債償還に対する収入

９７６,７４２

１４,４９８

１９,５００

建設改良費等の財源に充てるために発行した企業
債の元金償還金

公共下水道事業の建設改良及び企業債償還に要す
る費用

１,０８３,３９９

建設改良費等の財源に充てるために発行する企業
債

２,４００

2

1 企 業 債

1 他 会 計 出 資 金

１４,４９８他 会 計 出 資 金

支 出

建設改良に要する費用

1 管 き ょ 建 設 費 管きょの新設事業に要する費用１６３,４３７

５００,４３７

建設改良に要する費用

４７３,１８５ 企業債償還に要する費用

管きょの新設事業に要する費用

４７３,１８５1

１９,５００

- 19 -

1

1 建 設 改 良 費

管 き ょ 建 設 費

３７,５３０
特定環境保全公共下水道事業の企業債償還に要す
る費用

1
公共下水道事業
資 本 的 支 出

企 業 債 償 還 金

特 定 環 境 保 全
公共下水道事業
資 本 的 支 出

2

3 企 業 債 償 還 金

2 処理場建設改良費 ３３７,０００ 処理場の建設改良に要する費用

資 本 的 支 出

2 固定資産購入費 ３,１２０ 固定資産の取得に要する費用

３,１２０ 有形固定資産の取得に要する費用1
有 形 固 定 資 産
購 入 費



５２,２２９ 農業集落排水事業の企業債償還に要する費用3
農 業 集 落 排 水
事業資本的支出

1 企 業 債 償 還 金

1

１８,０３０ 企業債償還に要する費用

建設改良費等の財源に充てるために発行した企業
債の元金償還金

4
漁 業 集 落 排 水
事業資本的支出

企 業 債 償 還 金

漁業集落排水事業の企業債償還に要する費用

１６,８９８ 企業債償還に要する費用

１８,０３０
建設改良費等の財源に充てるために発行した企業
債の元金償還金

５２,２２９

１６,８９８

５２,２２９ 企業債償還に要する費用

企 業 債 償 還 金

1 企 業 債 償 還 金

2 企 業 債 償 還 金

１６,８９８
建設改良費等の財源に充てるために発行した企業
債の元金償還金

1

- 20 -

1 企 業 債 償 還 金



１ 業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益
減価償却費
貸倒引当金の増減額（△は減少）
長期前受金戻入額
支払利息及び企業債取扱諸費
未収金の増減額（△は増加）
未払金の増減額（△は減少）
引当金の増減額（△は減少）
小計
支払利息及び企業債取扱諸費
業務活動によるキャッシュ・フロー

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出
国庫補助金等による収入
投資活動によるキャッシュ・フロー

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出
他会計からの出資による収入
財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）
資金期首残高
資金期末残高

170,769

20,799
159,375
180,174

- 21 -

△ 486,797
236,535

△ 250,262

442,000
△ 560,342

289,111

17,978
△ 14,785

55
223,948

△ 123,656
100,292

２　平成２９年度五所川原市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

（単位：千円）

△ 177,177
538,821
△ 72

△ 264,528
123,656



１　総　括

※（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

※（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

（千円）

本年度
(0) (0) (0)

344
(△ 180)

前年度

比較
△ 1,074 △ 239 △ 38

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

勤勉手当

(△ 321)

期末手当
管理職員特 時間外勤務

別勤務手当 手　　　当
管理職手当

(△ 2,021)
△ 1,270 △ 4,004△ 2,734

児童手当

10,153

28,497
(1,541)

比
１
較

損 益 勘 定 支 弁 職 員

前
年
度

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計

0

0

(△ 1)

(0)

(1)
12

合 計

損 益 勘 定 支 弁 職 員

合 計

8

法定福利費

本
年
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員

一般職

(0)

（人） （人）

12

(0)

３　平成２９年度五所川原市下水道事業会計給与費明細書
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△ 761 △ 365 0 070
(△ 90)

0

476 1,397 725 360
(△ 51)

18 1,2151,878 11,031 6,669 784
(180) (90) (51)

820 636 360 360 18 1,215

（千円） （千円）（千円） （千円）

手当の
内　訳

区分
通勤手当 住居手当

804 10,792 6,739 746

扶養手当 寒冷地手当

(321) (1,862)

資 本 勘 定 支 弁 職 員

5

（千円）

4
資 本 勘 定 支 弁 職 員

区 分
職　員　数

特別職

(0)

給　料 賃　金
（千円）（千円）

報　酬
給　　　与　　　費

(0) (0)
8

(0) (0)
5 86 31,282 15,155 46,523 18,160 64,683

16,086 7,335 23,421
(0) (0) (0)

9,067 32,488
(0)

86 47,368 22,490 69,944 27,227 97,171
(1,541) (321) (1,862)(1) (159)

36,551

(2,021)
5 86 30,910 15,284 46,280 18,344

17,129 9,269 26,3984

5 86 48,039 24,553 72,678
(△ 1,541) (△ 321) (△ 1,862)

0 0 372 △ 129 243

△ 1,043 △ 1,934 △ 2,977

0 0 △ 671 △ 2,063
(△ 1)

0
(△ 1,541)

手　当

△ 184 59
(△ 159) (△ 2,021)

(159)

計
（千円） （千円）

△ 1,086 △ 4,063

合　　計

（千円） （千円）

(△ 1,862) (△ 159)

(2,021)

64,624

101,175



扶養手当　△１，０３８ 通勤手当　　３４４
期末手当　　　△２４９ 住居手当　△７６１
勤勉手当　　　△１５２ 児童手当　△３６５
寒冷地手当　　　△３８

３　給料及び手当の状況
（１） 職員１人当たり給与

（２） 初　任　給
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高 校 卒 １４６，１００ １４６，１００

大 学 卒 １７８，２００ １７８，２００

(歳） ４４歳　　６月

区 分 行　政　職　(円）
一般会計の制度

行　政　職　(円）

平成２８年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 (円） ３３４，１５０

平 均 給 与 月 額 (円） ３６３，２３３

平 均 年 齢

３４４，８００

平 均 年 齢 (歳） ４３歳　１１月

区　　　　　　　　　　　　分 行 政 職

平成２９年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 (円） ３２６，３５８

平 均 給 与 月 額 (円）

手 当 △２，０６３

制度改正に伴う
１９６

支給額の改正によ
る増分

扶養手当　　　　△３６　　勤勉手当　　２２２
期末手当　　　　　１０増 減 分

△２，２５９
職員の異動等に伴
う減分

その他の増減分

平均昇給率　１．２０％
増 加 分

その他の増減分 △１，２８２
職員の異動等に伴
う減分

給 料 △６７１

給与改定に伴う
８０

給与改定に伴う増
分

平均改定率　０．１７％
増 減 分
昇 給 に 伴 う

５３１
本年度昇給に伴う
増分

２　給料及び手当の増減額の明細

区 分 増減額 (千円） 増 減 事 由 別 内 訳 ( 千 円 ） 説 明 備 考



※（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

（級別の標準的な職務内容）

３　級

１００．０

２　級

計

２　級

１ ８．３

１２

平成２８年１月１日現在

１

２　級 １　級
行 政 職 部 長 参 事 課 長 課 長 補 佐 係 長
区 分 ７　級 ６　級 ５　級 ４　級 ３　級

主 任

計 １２ １００．０

主 事

３　級 ２ １６．８

１　級 ８．３

４　級 ７ ５８．３

６　級

７　級

５　級 １ ８．３

１　級 １ ８．３

２ １６．７

４　級 ６ ５０．０

６　級

５　級 １ ８．３

級 職員数（人） 構成比（％）
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（３） 級 別 職 員 数

区 分
行 政 職

１６．７２

平成２９年１月１日現在

７　級



（４） 昇　給

５号給 (人)
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比 率(Ｂ)／（Ａ）(％) ８３．３

６号給 (人) ４

８号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) ６

１０

号給数内訳

１号給 (人)

２号給 (人)
前
１
１
年
１
１
度

職 員 数（Ａ）(人) １２

昇給に係る職員数（Ｂ）(人)

８号給 (人)

比 率(Ｂ)／（Ａ）(％) １００．０

４号給 (人) ６

６号給 (人) ３

(人)

３号給 (人)

(Ｂ)(人) １２

号給数内訳

１号給 (人) ３

２号給

区　　　　　　　　　　　　分 行 政 職

本
１
１
年
１
１
度

職 員 数(Ａ)(人) １２

昇給に係る職員数

５号給 (人)



（５） 期 末 手 当　・　勤 勉 手 当

※（　）内は、再任用職員の支給率

（６） 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（７） その他の手当

通 勤 手 当 同　　　　じ 無

無(2％～45％加算）

・職務の級に応じた調整額

扶 養 手 当 同　　　　じ 無

住 居 手 当 同　　　　じ 無

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

無(2％～45％加算）

・職務の級に応じた調整額

一般会計の制度
( 支 給 率 等 ）

２５．５５６２５ ３４．５８２５ ４９．５９ ４９．５９

・定年前早期退職特例措置

支 給 率 等 ２５．５５６２５ ３４．５８２５ ４９．５９ ４９．５９

・定年前早期退職特例措置

その他の加算措置等
退 職 時

備　　考
(月分） (月分） (月分） (月分） 特 別 昇 給

有
１．９５ ２．１０ ４．０５

区 分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

１．９２５ ２．０７５ ４．００

一般会計の制度
（１．０２５） （１．１２５） （２．１５）

１．９５ ２．１０ ４．０５

前年度
（１．００） （１．１０） （２．１０）

有

(月分） 級 等 に よ る 加 算 措 置

本年度
（１．０２５） （１．１２５） （２．１５）

有
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区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

備 考
６月 (月分） １２月 (月分）



1 1

148,000 148,000 217,000

40.5

40.5

217,000

365,000 200,750 164,200 50

148,000 148,000

217,000 119,350 97,600 50

ガスタンク設備更
新事業

建設改
良費

資本的
支出

事業名項款

千円 千円 ％

２９

３０

計

148,000 81,400 66,600

前年度末ま
での支払義
務発生(見

込)額

当該年度支
払義務発生

予定額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

当該年度末
までの支払
義務発生予

定額

翌年度以降
の支払義務
発生予定額

継続費の総
額に対する

進捗率

備考

当年度損益
勘定留保資

金

前前年度末
までの支払
義務発生額

- 27 -

４　継続費に関する調書

全体計画

左の財源内訳

国庫補助金 企業債
年度 年割額

千円



（単位：千円）

金　　額 期　　間

義 務 発 生 （ 見 込 ） 額 払 義 務 発 生 予 定 額

金　　額
下水道使用料

収 益

- 28 -

５　債務負担行為に関する調書

事　　　　　　　項 限　度　額

前 年 度 末 ま で の 支 払 当 該 年 度 以 降 の 支
左の財源内訳

期　　間

平成２９年度から
事業継続期間中

６０ ６０

排水設備工事資金の融資
に 対 す る 損 失 補 償

損失額の全額
平成２９年度から
事業継続期間中

平成２８年度まで
排水設備工事資金利子補給金

貸付融資額のう
ち保有額に対す
る年９％以内

平成２０年度から
１６０

１,２８１,２６９

２,１４７

平成２８年度まで 平成３２年度まで

公 営 企 業 会 計 シ ス テ ム
ソ フ ト ウ ェ ア 賃 借 料

２,８０８

平成２７年度から
６６１

平成２９年度から
２,１４７

１,２８１,２６９

平成３３年度まで

五所川原市下水道処理施設等
包括的運転管理業務委託

１,２８１,２６９

平成２９年度から



１
（１）

イ、
ロ、

ハ、

ニ、

ホ、

ヘ、

ト、

（２）
イ、

（３）
イ、

２
（１）
（２）
（３）

建 設 仮 勘 定 258,738
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建 物 1,431,127

資　　　　産　　　　の　　　　部
（単位：千円）

固 定 資 産

土 地 195,103
有 形 固 定 資 産

６　平成２９年度五所川原市下水道事業予定貸借対照表
（平成３０年３月３１日）

減 価 償 却 累 計 額 △ 749,998 681,129
構 築 物 20,477,447
減 価 償 却 累 計 額 △ 5,933,861 14,543,586
機 械 及 び 装 置 2,601,436
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,839,100 762,336
車 両 運 搬 具 17,218

2,556

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,826 13,392
工 具 、 器 具 及 び 備 品 6,091
減 価 償 却 累 計 額 △ 5,553 538

無 形 固 定 資 産

16,457,386固 定 資 産 合 計
流 動 資 産

現 金 ・ 預 金 180,174

貸 倒 引 当 金 △ 883

無 形 固 定 資 産 合 計 2,556

そ の 他 投 資
投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

投資その他の資産

43,943

8
8

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

223,234
16,680,620

未 収 金

有 形 固 定 資 産 合 計 16,454,822

電 話 加 入 権



３
（１）

（１）
（２）
（３）

（１）
（２）

６
７
（１）

（２）

2,866,027
16,680,620

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

46,615

△ 1,079,075
△ 1,020,959

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

イ、 受 贈 財 産 評 価 額 6,290

3,886,986

ロ、 国 庫 補 助 金 5,211
ハ、 負 担 金 等
資 本 剰 余 金 合 計

資 本 金
剰 余 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金
58,116

1,079,075イ、

資　　　　本　　　　の　　　　部
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6,571,172
13,814,593

6,643,177
４ 流 動 負 債

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債

600,244

13,175,538
△ 6,604,366

５ 繰 延 収 益

引 当 金
流 動 負 債 合 計

収 益 化 累 計 額

未 払 金

企 業 債 6,643,177
固 定 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

553,526
40,258
6,460

企 業 債

長 期 前 受 金



１
（１）
（２）

２
（１）
（２）
（３）
（４）
（５）

３
（１）
（２）
（３）
（４）

４
（１）
（２）

５
（１）

６
（１）
（２）
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263,012長 期 前 受 金 戻 入

110 114 110
171,428

4

12,446 149,328

4

902,454

10,920
209,135

4 483,071

731,026前 年 度 繰 越 欠 損 金
当 年 度 未 処 理 欠 損 金

13,994

136,882

388,245

4,248
224,976
134,459

893,306
515,629

505,061

特 別 利 益
過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 損 失
過 年 度 損 益 修 正 損
過誤納還付金及び還付加算金

333,743
171,318

4

当 年 度 純 損 失

他 会 計 負 担 金

雑 収 益
営業外費用

支払利息及び企業債取扱諸費
雑 支 出

経 常 損 失

処 理 場 費
総 係 費

資 産 減 耗 費
営 業 損 失

営業外収益
他 会 計 補 助 金

減 価 償 却 費

そ の 他 営 業 収 益
営 業 費 用

管 き ょ 費

７　平成２８年度五所川原市下水道事業予定損益計算書
（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで）

（単位：千円）

387,894
351

営 業 収 益
下 水 道 使 用 料



１
（１）

イ、
ロ、

ハ、

ニ、

ホ、

ヘ、

ト、

（２）
イ、

（３）
イ、

２
（１）
（２）
（３）

（単位：千円）
資　　　　産　　　　の　　　　部

有 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 8
16,527,660

流 動 資 産
現 金 ・ 預 金 159,375

固 定 資 産 合 計

220,714

62,294
△ 955

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地 195,103

559,090

工 具 、 器 具 及 び 備 品 6,091
減 価 償 却 累 計 額 △ 5,553

資 産 合 計 16,748,374
流 動 資 産 合 計

814,615

13,310

未 収 金
貸 倒 引 当 金

電 話 加 入 権

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,773,720
車 両 運 搬 具

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産
そ の 他 投 資

△ 725,317
構 築 物 20,356,024

8

2,556
無 形 固 定 資 産 合 計 2,556

機 械 及 び 装 置 2,588,335

74,324
538

建 設 仮 勘 定
16,525,096

（平成２９年３月３１日）
８　平成２８年度五所川原市下水道事業予定貸借対照表
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14,329
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,019

14,868,116

建 物 1,284,407
減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額 △ 5,487,908



３
（１）

（１）
（２）
（３）

（１）
（２）

６
７
（１）

（２）
58,116

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 902,454

繰 延 収 益 合 計

ロ、 国 庫 補 助 金 5,211
受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計

6,290

剰 余 金

6,627,900
負 債 合 計 13,987,337

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 3,605,375

５ 繰 延 収 益
長 期 前 受 金 12,967,738
収 益 化 累 計 額 △ 6,339,838

企 業 債 6,754,703
固 定 負 債 合 計 6,754,703

４ 流 動 負 債

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債
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利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計 △ 844,338

△ 902,454

資 本 合 計 2,761,037
負 債 資 本 合 計 16,748,374

資 本 剰 余 金
イ、

ハ、 負 担 金 等 46,615

利 益 剰 余 金
イ、

引 当 金 6,599
流 動 負 債 合 計 604,734

企 業 債 560,342
未 払 金 37,793



注記
１．重要な会計方針

（１） 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産
・減価償却の方法 定額法による。
・主な耐用年数
建物 ８年～５０年
構築物 １０年～５０年
機械及び装置 １０年～２０年
車両運搬具 ４～６年
工具、器具及び備品 １０年

（２） 引当金の計上方法
イ、退職給付引当金

職員の退職手当は、青森県市町村職員退職手当組合における積立金相当額を超過した場合、一般会計が負担するため退職給付
引当金は計上していない。

ロ、賞与引当金
職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２

月から３月までの４か月分）を計上している。
ハ、貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を計上している。
（３） 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２．セグメント情報の開示
（１） 報告セグメントの概要

五所川原市下水道事業は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、漁業集落排水事業、浄化槽設置
整備事業及び堰機能維持管理事業を運営しており、各事業で運営方針等を決定していることから、それらを報告セグメントとして
いる。なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

事業区分 事業の内容
公共下水道事業 市街地における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
特定環境保全公共下水道事業 市街地以外における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
農業集落排水事業 農業集落における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
漁業集落排水事業 漁業集落における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
浄化槽設置整備事業 下水道処理区域外における、し尿・生活雑排水等の処理のための浄化槽設置費に対する助成
堰機能維持管理事業 市街地における、雨水幹線等の維持管理
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（２） 報告セグメントごとの営業収益等

当年度（自　平成２９年４月１日　至　平成３０年３月３１日）

営業収益
営業費用
営業損益
経常損益
セグメント資産
セグメント負債
その他の項目
他会計繰入金
減価償却費
特別利益
特別損失
有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

３．リース契約により使用する固定資産
（１） リース会計に係る特例措置

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
（２） 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

１年内 　　６６０，５０４円
１年超 　　８２５，６３０円
　計 １，４８６，１３４円

４．その他の注記
（１） 引当金の取崩し

当事業年度において、職員の期末手当及び勤勉手当等の支給のために、賞与引当金６，５９９千円を使用する見込みである。
また、債権の不納欠損による損失に貸倒引当金９５５千円を使用する見込みである。

13,814,59310,987,784 934,359 1,162,946 720,751 8,288 465
13,240,413 1,155,096 1,429,364 843,942 8,288 3,517 16,680,620

0 0 △ 177,067
△ 537,282

666,398 63,105

△ 129,305 △ 14,584 △ 23,086 △ 10,092
△ 306,670 △ 57,404 △ 60,788 △ 36,289 △ 71,814 △ 4,317

75,815 43,666 71,814 4,317 925,115

合計

359,728 5,701 15,027 7,377 0 0 387,833

農業集落排水
事業

漁業集落排水
事業

浄化槽設置
整備事業

堰機能維持
管理事業

（単位：千円）

公共下水道
事業

特定環境保全
公共下水道

事業

107,385 16,006 14,001 6,924 71,845 4,655 220,816

0 4
409,721 44,363 51,158 33,579 0 0

21 21 0 0

538,821
1 1 1 1 0

11451 21

483,714
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465,658 18,056 0 0 0 0




